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令和 7年度 生成 AIを活用した DX人材育成研修及び企業伴走支援業務 仕様書 

 

1. 業務名 

令和 7年度 生成 AI を活用した DX人材育成研修及び企業伴走支援業務 

 

2. 業務期間 

契約締結日から令和 8年 2月 27 日（金）まで 

 

3. 業務の目的 

本県では、県内産業の持続的な発展と競争力の強化のため DX の推進に取り組んでいるが、現

場の業務課題に即した具体的な変革が十分に進んでいるとは言い難いのが現状である。 

こうした中、近年急速に進化する生成 AI は、業務の効率化や生産性の飛躍的な向上にとどま

らず、企業の付加価値創出や新規ビジネス機会創出にもつながる革新的な技術として注目され

ており、今後の県内産業の発展のため、適切かつ戦略的に活用することは極めて重要である。 

一方で、生成 AI の活用には、著作権侵害やプライバシー保護、誤情報の生成といったリスク

に加え、倫理的・法的な課題も伴うことから、国が示す「AI 事業者ガイドライン」、国会審議

中の AI 関連法案、さらに経済産業省が公表する「生成 AI 時代の DX 推進に必要な人材・スキル

の考え方」等を踏まえ、正確な知識と実践的な活用ができる人材育成が求められている。 

本業務は、こうした背景を踏まえ、県内企業に対して生成 AI の利活用を促すことを目的とし

て、県内に事業所を有し事業活動を行う中小企業者を対象に、人材育成研修と企業伴走支援を

一体的に実施するものである。 

人材育成研修においては、製造業・建設業・小売業などの幅広い業種、ならびに人事・営

業・マーケティング・法務等の部門横断的な領域における具体的な活用事例を紹介し、参加者

が自身の業務に生成 AIを実践的に活用できるスキルを習得するとともに、活用に伴うリスクや

倫理的視点等の理解を目指す。さらに、経営者層に対しては、企業活動への生成 AI導入にあた

り必要となる社内人材の育成方針についての理解促進も図る。 

企業伴走支援においては、特定の業種に偏ることなく県内の多様な企業を対象とし、個別の

経営課題や業務構造に寄り添いながら、業務プロセスのあらゆる場面における生成 AI の活用可

能性を共に検討し、具体的な導入・実装を支援する。支援の成果については、成果発表会を通

じて先進的モデル事例として広く県内企業に共有・発信することで、県全体における生成 AI活

用の機運を醸成し、産業 DX の加速につなげていく。 

 

4. 業務内容 

4.1 運営管理 

• 実施方針: 受注者が業務を一体的に遂行する。 

• 実施内容: 

・業務全体の企画・実施、進行管理、および関係機関との調整 

・広報活動の実施および研修参加者・支援対象企業の募集 

・受講者や伴走支援企業に対する適切なフォローアップの実施（例：相談窓口） 

・研修および伴走支援の参加者に対するアンケートの実施と、その結果を踏まえた業務の

改善 
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4.2 人材育成研修 

• 実施方針: 倫理的視点を踏まえた上で、生成 AIを効果的に活用する方法を、中核人材・管

理職・経営層それぞれの立場に応じて指導する。 

• 実施内容: 

・講座の種類:以下の２講座を実施 

（１）中核人材向け講座 

企業の DXを牽引する実務担当者を対象とした、実務レベルでの生成 AI の 

活用スキルを習得する講座 

（２）管理職・経営層向け講座 

企業の管理職・経営層を対象とした、経営戦略やマネジメントに必要な生成

AI の活用スキルを習得する講座 

・受講定員: 各講座 20名以上（計 40 名以上） 

・実施スケジュール: 県内会場にて、3か月以内に計 10 時間以上の講座を開催 

・実施方法:対面形式を想定しているが、効果的な学習効果が見込まれる場合は、オンラ

イン形式や対面との併用（ハイブリッド形式）による実施も可能とする。後

日、アーカイブ動画を共有する 

4.3 企業伴走支援 

• 実施方針: 生成 AI を活用した企業 DXの伴走支援を実施する。 

• 実施内容: 

・支援対象企業数: 4 社以上 

・伴走支援: 倫理的および事業活動における生成 AI の効果的な活用方法を指導すると 

ともに生成 AIを活用した DXを支援 

・成果発表会: 伴走支援の成果を DX 推進モデルとして発表 

 

5. 成果物 

人材育成研修実施報告書、企業伴走支援実施報告書、成果事例集 

 

6. 業務実施にあたっての留意事項 

発注者と密接に連携し、業務を推進する。 

個人情報の取扱いに関する特記事項を遵守する。 
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個人情報・死者情報の取扱いに係る特記事項 

 

（基本的事項） 

第１条 乙は、この契約による業務（以下「業務」という。）を行うに当たっては、個人の権利利益を侵害する

ことのないよう個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第２条第１項に規定する個人

情報をいう。以下同じ。）を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２条 乙は、業務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。 

２ 乙は、業務に従事している者又は従事していた者（以下「従事者」という。）が、当該業務に関して知り得

た個人情報を他に漏らさないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

 （目的外保有・利用の禁止） 

第３条 乙は、業務の目的以外の目的のために、業務に関して知り得た個人情報を保有し、又は利用してはなら

ない。 

（第三者への提供の禁止） 

第４条 乙は、業務に関して知り得た個人情報を第三者に提供してはならない。ただし、あらかじめ甲が書面又

は電磁的記録で承諾した場合には、この限りでない。 

（再委託等の禁止） 

第５条 乙は、業務を第三者（乙の子会社（会社法（平成17年法律第86号）第２条第１項第３号に規定する子会

社をいう。）を含む。）に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ甲が書面又は電磁的記録

で承諾した場合には、この限りでない。 

２ 前項ただし書の場合には、乙は、この契約により乙が負う個人情報の取扱いに関する義務を前項の第三者

（以下「再委託先」という。）にも遵守させなければならない。 

３ 前項の場合において、乙は、再委託先における個人情報の取扱いを管理し、監督しなければならない。 

（個人情報の引渡し） 

第６条 業務に関する甲乙間の個人情報の引渡しは、甲が指定する方法、日時及び場所で行うものとする。 

２ 乙は、業務を行うために甲から個人情報の引渡しを受けるときは、甲に対し当該個人情報を預かる旨の書面

又は電磁的記録を交付しなければならない。 

（複製・複写の禁止） 

第７条 乙は、業務において利用する個人情報（業務を行うために甲から引き渡され、又は乙が自ら収集した個

人情報をいう。以下同じ。）を複写し、又は複製してはならない。ただし、あらかじめ甲が書面又は電磁的記

録で承諾した場合には、この限りでない。 

（安全管理措置） 

第８条 乙は、業務において利用する個人情報を取り扱うに当たり、甲と同等の水準をもって、当該個人情報の

漏えい、滅失、毀損又は不正な利用（以下「漏えい等」という。）の防止その他の当該個人情報の安全管理の

ために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

（研修実施時における報告） 

第８条の２ 乙は、その従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に当該従事者が遵守すべき事項、個人情報の保

護に関する法令等に基づく罰則の内容及び個人情報の漏えい等が生じた際に負う民事上の責任についての研修

を実施し、甲が指定する方法で報告しなければならない。 

２ 第５条第１項ただし書により再委託先がある場合には、乙は、再委託先に対し、前項の研修を実施させ、同

項の報告を受けなければならない。 

３ 前項の場合において、乙は、再委託先から受けた報告について甲に報告しなければならない。 

（事故発生時における報告） 
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第９条 乙は、業務において利用する個人情報の漏えい等の事故が生じ、又は生ずるおそれがあることを知った

ときは、当該事故の発生に係る乙の責めに帰すべき事由の有無にかかわらず、直ちに甲に対し報告し、その指

示に従わなければならない。 

２ 甲は、業務において利用する個人情報の漏えい等の事故が発生した場合には、必要に応じて当該事故に関す

る情報を公表することができる。 

（個人情報の返還等） 

第10条 乙は、この契約又は業務の終了時に、業務において利用する個人情報を、直ちに甲に対し返還し、又は

引き渡すものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、この契約又は業務の終了時に、甲が別に指示したときは、乙は、業務において利

用する個人情報を廃棄（消去を含む。以下同じ。）するものとする。この場合において、乙は、個人情報の廃

棄に際し甲から立会いを求められたときは、これに応じなければならない。 

３ 乙は、業務において利用する個人情報を廃棄する場合には、当該個人情報が記録された電磁的記録媒体の物

理的な破壊その他当該個人情報の判読及び復元を不可能とするために必要な措置を講じなければならない。 

４ 乙は、業務において利用する個人情報を廃棄したときは、廃棄した日時、担当者、方法等を記録するととも

に、甲の求めに応じて、当該記録の内容を甲に対し報告しなければならない。 

（定期的報告） 

第11条 乙は、甲が定める期間ごとに、この特記事項の遵守状況について甲が指定する方法で報告しなければな

らない。 

２ 第５条第１項ただし書により再委託先がある場合には、乙は、再委託先から、前項の報告を受けなければな

らない。 

３ 前項の場合において、乙は、再委託先から受けた報告について甲に報告しなければならない。 

（監査） 

第12条 甲は、業務において利用する個人情報の取扱いについて、この特記事項の遵守状況を検証し、又は確認

するため、乙（再委託先があるときは、再委託先を含む。以下この条において同じ。）に対して、実地におけ

る検査その他の監査を行うことができる。 

２ 甲は、前項の目的を達するため、乙に対して、必要な情報を求め、又は業務に関し必要な指示をすることが

できる。 

（損害賠償） 

第13条 乙の責めに帰すべき事由により、乙が個人情報の保護に関する法律、鳥取県個人情報保護条例（令和４

年鳥取県条例第29号）又はこの特記事項の規定の内容に違反し、又は怠ったことにより、甲に対する損害を発

生させた場合は、乙は、甲に対して、その損害を賠償しなければならない。 

２ 乙又は乙の従事者（再委託先及び再委託先の従事者を含む。）の責めに帰すべき事由により、業務において

利用する個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、乙は、これにより第三者に生じた損害を賠償しなけれ

ばならない。 

３ 前項の場合において、甲が乙に代わって第三者の損害を賠償したときは、乙は遅滞なく甲の求償に応じなけ

ればならない。 

（契約解除） 

第14条 甲は、乙が個人情報の保護に関する法律、鳥取県個人情報保護条例又はこの特記事項の規定の内容に違

反していると認めたときは、この契約の全部又は一部を解除することができるものとする。 

（死者情報の取扱い） 

第15条 乙が業務を行うために死者情報（鳥取県個人情報保護条例第２条第１項第６号に規定する死者情報をい

う。以下同じ。）を利用する場合における当該死者情報の取扱いについても、第２条から前条までと同様とす

る。 

 

（注１） 甲は鳥取県、乙は受注者（受託者）をいう。 

（注２） 業務の実態に即して適宜必要な条項を追加し、又は不要な条項は省略して差し支えない。 


